魚沼市まちづくり委員会
平成22年度 第1回まちづくり委員会 講演会記録

１．日　時：平成22年6月6日（日曜日）　　PM1時30分～4時30分
２．場　所：広神コミュニティーセンター「講堂」
３．講　師：ＮＰＯ法人地域産業おこしに燃える人の会　理事長　関　幸子氏
４．演　題：「新たな公共をどう創るのか」    ～市民の役割、行政の役割～

「地域資源を活かしたまちづくり」　 ～主役は市民・協働へ～
関　幸子）
皆様こんにちは。この6月の天気の良い日に魚沼の方へ呼んでいただきまして、本当にありがとうございます。
東京から新幹線で来ましたけれども、ちょうど越後湯沢のトンネルを抜けると、本当にきれいな田植えが済んだ田んぼが広がっていまして、東京では吹いていない、肌に心地よい清々しい風を浴びました。

魚沼市さんとは去年からご縁が出来まして、この春先には大平市長さんと東京でもお会いしました。その時に私と市長さんは同い年だということが判りまして、女性で頑張っている市長さんは全国でも少ないですので、同じ女性で同級生として今後も是非応援をしていきたいと思いますので、また魚沼にもやって参りたいと思います。よろしくお願い致します。
長たらしい名前のNPO法人をやっているのですけれども、これはどんなことかと言うと、地域の自立をとにかくやって行きましょう、そういうところに出かけて行って応援しましょう、ということがこのNPOの主旨になります。

これから日本の全体の話をさせていただきます。急に総理大臣が代わったりしていまして、今日本がどんどんどんどん変化しているということを、少し皆さんも感じ取っていただけたらいいかなと思います。

NPO法人地域産業おこしに燃える人の会は、ちょっと変わった総理大臣の小泉さんの時代に、「地域には一人だけれども孤軍奮闘しながら、変わり者だけど頑張っている人がどうも全国に居るらしい。」ということで、33人ほどが燃える人に選ばれるのですが、現在2期目、2期の方を入れて69名。今3期目を選定しておりまして、ちょうど今年で100人くらいの全国のまちおこしのメンバーが、燃える人としていろいろな所に行って皆様の応援に入りたいと思っております。例えば（プロジェクター映像から）2006年には、今全国で一番まちおこしが進んでいると言われる島根県の海士町さん。2300人の町ですけれども、自分のところで自立をする産業を作ろうということで頑張っていて、そこの応援に行っています。最近では一昨日鳩山（前首相）さんと幸婦人にお会いして、いろいろ意見交換などをさせていただいているというような状況です。燃える人のブログもありますので、もしよろしければ後で「燃える人」で検索していただきますと、我々のメンバーがどんなことをしているかというのが分かっていただけると思います。
最初に、全体の日本がどういうふうに動いているのかということをお話させていただきます。変化にある日本を見ていただきたいと思います。（プロジェクターを見ながらの説明：資料はデータを置いていくので提供してもらうことが可能とのこと。）
1. 政治体制の変革→国と地方の役割

2. 人口構造の変化

3. 市町村合併

4. 行財政改革

5. 公益サービスの多元化

6. 安全神話の崩壊

7. グローバル化は足元まで

変化は7つあると思います。この7つを見ながらローカルファースト・グローバルセカンド。足元を見ながら世界も見ていく。
足元というとまず政治体制。また総理が…一年ごとに代わる。
2つめの人口問題については後ほど詳しくいきます。
それから市町村合併。合併も大きい変化ですね。あと行革も含めて税金が減っていますから、自ら稼ぐ時代です。それから今日一番の問題、公益サービス。自治体だけでなく町の人全体で、とにかくまちづくりをして行こう。公益サービスが変化している。
それと地方都市にこそ凶悪事件が多く、安心・安全がタダではない時代になりました。
そして製造業を含めて海外との連携無くして日本は成り立たない。
この7つの視点でちょっとずつお話をしていきたいと思います。
私は人口問題について詳しく調べているのですが、日本の人口は皆さんが思っている以上に減ります。1900年に4800万人だったのが、数々の戦争、日清・日露・第一次・第二次世界大戦があったので、この100年間はずっと人口は大局的に見ると増えていました。急激に増えてきて大きいピラミッド型を作ってきたのですが、2005年を頂点として2100年向かって同じように減っていくというのが日本の現実です。この現実は減ることが悪いのではなく、減るという変化に対応した全てのシステムを変えるということが必要だという認識になってもらいたいのです。人口が少なくてもオランダやベルギーのように、非常に美しくて小ぢんまりとしているけれども文化性が高くて、我々が憧れている点がいっぱいありますよね。同じように人口自体が少なくなることはちっとも悪いことではないのです。或る意味では余裕も出ますし、土地の価格も少しずつ安定もしていくという形になりますので。
ただ問題なのは、2005年から私達は違う段階に入っていく。まちづくりが成長しない経済と、成長しない社会の中でどうまちづくりをしていくか？という新しい局面を迎えたということを是非認識いただきたいです。上り坂、これは貧しいけれども若かったのです。ところが2005年からの下り坂というのは豊かです。今日は皆さん全員が車で来られていますよね。一家に1台ではなく一人に1台。その時代、だけど高齢化していく。この現実に立ち向かっていきましょう。実は高齢化は地方の問題ではないのです。これから一番高齢化が厳しいのは大都会なのです。現在の人口構造ですが、団塊よりも団塊ジュニアが多いです。1970年から1975年生まれが一番日本で多いのです。それが20年経ちますと高齢化して人口が移っていきます。そうすると今一番都市でトレンドという、一番経済を牽引している若者が都心から居なくなるというのが日本の現実です。これを地方から集められると思うでしょうか？東京に？…集められないのです。既に地方に若者が居ないのです。そして団塊ジュニアが20年経つと50歳から60歳になり、今の団塊が後期高齢者になりますので事実上の高齢化。これだけ都市部はこれから高齢者が増えていく。1都3県全体で約3000万人の人口が居るのですけれども、この20年の間に高齢者は400万人の約倍の800万人になります。その800万人分の高齢者施設（居場所）と病院が大都会に必要なのです。これが東京の現実です。これは何故かというと、金の卵と言われた団塊の方々がともかく東京に住んでいて、その息子さん達がそこに住んでいるからです。ところが何が一番問題かというと、団塊と団塊ジュニアの（人口の）山があるのですが、段階のジュニアが殆んど結婚しないので、本来であれば普通に彼等が結婚をして、今10歳のところにもうひとつの山が出来なくてはいけないのです。東京で集めた若者が結婚をしないで子供を生まないということが、最大の少子化の原因なのです。
何故生まないのか？何故結婚しないのか？これはいろいろあります。個人主義とか生活の多様性というのがあるのですけれども、一番の社会問題で言うと雇用不安です。これは、ひとつは私は女性から見ているのですけれども、女性のストライキだと思ってください。つまり自分達がずうっと高学歴でくるわけです。小学校、中学校、高校、大学まで男女平等でくるわけです。大学まですっと優秀な女子大生が、こと就職になった途端に「ドシャ降り」の非常に悲惨な状態で社会に出ざるを得ない。更にせっかく積んだキャリアを結婚と出産で、途中で止めざるを得ないというこの雇用制度の中で、女性陣が結婚と出産とキャリアとどっちを取るか？という選択に都心部では迫られている。その中で皆さん日本の女性は22歳大学卒業するまで、殆どの女子学生は「いい社員」「いい仕事人」になるようにと育てられているのです。家の手伝いもしないで、良い学校に行って、良い就職先にいくようにと育てられているのです。だから当然のように自分のキャリアとして仕事をしていくわけです。だけど仕事をした途端に、最初から給料は違う、昇格・昇給も全然男性と違う、結婚をして子供が居たら残業が出来ないというだけで給料が下がっていくわけです。そんな中で、「じゃあ自分はこの人と一緒に働いて子供を生むのか？」ということなのです。つまり子供手当では少子化は止まらないのです。構造的に女性のちゃんとしたキャリアがずうっと積めるような雇用制度なくして、日本の少子化は止まらない。これをちゃんと解決していかないと、日本は或る意味、動物学的に言うと種の滅亡の危機と言われています。日本人そのものが、今の少子化の中で言うと種の滅亡の危機ぐらいの位置にもう来てしまっている。これを何とか今止めないといけないとすると、子供手当ではないのです。雇用政策あるのみです。ニートや派遣問題も早くに手を付けて、しっかりとした正社員で作っていかなくてはいけないということは、もうはっきり分かると思うのです。
そして今日来るにあたって魚沼市さんを分析してきました。私はもうちょっと良いかなと思ったのですが、かなり厳しい状況です。2005年の総人口は約4万3000人。それを100とした場合の統計で見させていただくと、2010年にはどんどん下がっていきます。一番は総人口が減る。総人口が減る以上に子供達が減る。更に老年人口と後期高齢者が著しく増えるということになります。その中で魚沼市さんが今後20年の間にどの手を打つのか？ということなのです。この現状を目の前にして魚沼市さんはどの手を打つのか？というのが今日の課題です。待ったなしの人口問題の魚沼市さんは、まず2010年の総人口4万1000人だったのですが、25年後の2035年には約3万人になります。25年間で魚沼市の総人口の25％が居なくなる。これが現状です。年少人口は2434人減り半分になります。生産労働人口（15歳～64歳）も1万人減るのです。もともと生産労働人口は1万6000人しか居ないですね。25年間で1万人減る…これが魚沼市の現状です。

ということはどういうことかと言うと、税金が減るのです。この人達が所得税・住民税の税金を払うのです。残るのは固定資産税しかない。その中で魚沼市さんが何で食べて生き残るのか？という戦いをこれからしなくてはいけない。税金が減りますから、財源不足をどのようにして対応して稼いでいくか？稼ぎ手が居ないというのが現実です。だけどお金のかかる後期高齢者は増える。この中で、さて、どの手を打ちましょうか？そして人口は急には減らないのです。魚沼市さんも除々に減っていく。総人口も、日本の総人口は先程も言ったように100年かけて約4800万人くらい減っていくのですが、急には減らないのです。2000年から2010年～2015年くらいの間に毎年10万人ずつ減るのです。それが2015年になると約30万人ずつ減ります。2025年からは大体75万人ずつ減るのです。私達の人口問題に残された時間はあと5年しかないのです。5年の間にしっかりと手を打たなかったら、釣瓶落としのように人口が減っていきます。島根県・鳥取県の人口60万人70万人が毎年亡くなる。これが日本の現状です。今年は10万人くらいしか減らないです。5～6年の間は10万人か20万人ずつ減っていくのです。ということは、全部で延べていくとそんなに減っているようには見えない。まだ体力があって変化が緩い時代にこそ、手立てを打たなければいけない。急激に減り始めたら気持ちのうえでも不安だし、或る意味所得だってGTP・GNPだってどんどん下がる。だから今まだ体力が、ストックがある時代のこの時に、是非手立てを打ってください。頑張りましょう。

そして、人口が減って高齢化するということは何が変わるか？大きい「社会」が殆ど変わると思ってください。今までの常識は常識じゃないということ。まず物は売れないです。食べることだって少なくて済むのです。私が住んでいる吉祥寺は、あの伊勢丹だって撤退なのです。伊勢丹だって吉祥寺でやれないくらい、全国のデパートが毎年10から20減っている。倒産しているのです。そして駅前の大きい建物が「がらんどう」になるという現実が日本全国で多くなる。店舗を増やしても、もう売れないのです。だとすると大量にあったものから、数は要らないのだけれども質のあるものに転換をするという「本物」の方に移っていくのだと思います。それをどう転換するか？これは魚沼市さんの強みでもあるのです。魚沼市さんには「本物」があるから！
そして少子高齢化社会ってどんな社会ですか？さっき言ったように働き手が少ないので、女性は大変なのです。女性は結婚をして子供を生むことも期待され、そして働くのも期待される。更に介護も期待されます。女性の四重苦と言われる。女性の皆さんはこれを社会が、日本が、政治が何とかしてくれると思っているでしょう？してくれません。だから女性は女性の視点で立ち上がって行動しない限り、この四重苦から逃れられません。今こそ立ち上がりましょう。それは今日皆さんがこれからする、市民の皆さんが普通に出来ることで良いのです。誰かがやってくれるという待ちの姿勢ではなくて、自分達でこの地域を変えるということにもう本当に意識を変えて、1歩でも2歩でも歩き出してもらうしかないのです。そして高齢者の皆さんは当然ですけれど定年延長。長く働いて、最後まで所得を稼いで地域に税金を落としてください。それが高齢者の役割です。ゲートボールしている状態ではありません。最後まで働いて税金を納めてください。そしてこれから人が居なくなると土地が余るという状況です。魚沼市さんはまさにそうです。これから工場を誘致すると、必ず洩れなく外国人労働者が付いてくると思ってください。工場を誘致したって働く人が居ないのです。この地域に。1万人も減るのですから。この10年20年に。じゃあ何で工場を誘致しなくてはいけないかという原点に立たなくてはいけないのです。工場を何のために誘致するのですか？よく考えてください。そして必ず外国人労働者が洩れなく付いてきます。皆さんのところでもう人口的に工場で働く人を排出出来るような「人」が居ないのです。自分達の地べたの農業を守るのが精一杯なのです。そこを考えましょう。

そして、消費動向は本当に変化します。少子化なのだけど子育ては特需です。一人の子供に両親と両親の親同士が居ますから6人。6ポケットと言って、ブランドの洋服を着ていますし、乳母車も10万円以上です。そして安全にコストが掛かる。学校で携帯を持たせてはいけないなんて言っている場合じゃないです。子供に携帯を持たせるべきです。いつでも繋がる状態にしておくべきでしょう。つまり教育的な配慮というのは、文科省の言う通りにしていてはダメですから、地域で安心・安全、子供をどう守るか？ということです。
それと高齢者のマーケットも拡大していきます。今まで団塊の世代、中高年の方々は金の卵という形で東京にやって来ていましたので、これから今まで青春時代でやれなかった事をやります。フェアレディーに乗りたかったけど乗れなかったからとフェアレディーに乗っているお父さん居ます。ハーレーダビットソン買えなかったので今こそバイクに乗るんだという、ニッチだけど自分が青春時代に出来なかったことを、今第二の青春で取り戻そうというところでは、お金は糸目く使っている中高年の方が居ます。地域の方でもそういう方がいらっしゃるでしょう。
そして健康ブームです。やはり長期高齢化ですから、常に若くいつまでも健康でいたいというところにお金を惜しみ無く使う。ですからこれから、タイとかマレーシアの長期滞在型で、医療がしっかりしていればそちらに移住してもいいという人もいらっしゃる。
本物志向。ファーストフードからスローフードへということで、非常に安心・安全な食べるものに関心がいっています。
そして、環境です。軽よりもプリウスが売れている。これはやはり環境問題無くしてプリウスは売れないわけです。地球温暖化は待ったなしです。ですからこの環境に対してお金が、お財布の紐が緩くなっていますから、魚沼市さんにとってこれは非常に良いことですね。美味しいお米、高くても買おう。安心・安全な野菜を買おう。安全な水を買おう。東京では誰も水道の水なんか飲んでいません。全部がペットボトルを買っています。下手するとペットボトルでお米をといでいるのです。そういう時代なのです。東京って昔は水は東京都水道局が作ってくれて、タダに近いくらいでしたけれど今は違います。誰もがペットボトル。
そして高齢化社会の中で一番大きいのは、税金が減るということです。皆さん思うでしょう？交付税※が東京から来るから平気と。私は東京に住んでいるから言いますが、東京の人はこれから高齢化でとってもお金が掛かるのですね。お金がこれから実を言うと地方よりも東京で掛かるのです。だから交付税は出来ればあげたくない。東京で稼いだものを地方に分配したくないのです。何故石原都知事にしているか分かりますか？それを反対してもらうためと、羽田の国際空港化です。そのためだけに東京都民は石原慎太郎に知事をやってもらっているのです。これが東京の現実です。ですから、皆さんの地域だって戦後65年間ずっと交付税を渡しているのです。未だに交付税をずっと渡し続けなければいけない理由はどこにあるのですか？東京の親元は年老いているのですよ。魚沼さんという息子さんに65年間仕送りをし続けて、何故自立しないのですか？交付税をもらうのを当たり前だと思っているのでしょう地域の人は？東京から見たらおかしいのです。自立出来るようになる筈だと思っているのです。交付税をもらうのは当たり前じゃないのです。自分達の足元にある資源で、どう稼ぐかという戦いをしていますか？是非戦っていただきたい。
公共事業は拡大じゃないです。人口は減るのです。要らないのです。橋や道路も要らないのです。メンテナンスに補修に掛かるのです。学校も要らないのです。そして一番必要なのは、公共事業がハードからソフトに移管します。つまり今まで100年間ずっと人口が増えるという態勢での社会保障制度を全部作ってきました。年金がいい例ですね。世代間扶養といって、後ろの世代が前の世代の人を養う。それは人口が増え続けるからそういうふうに出来たのですけれど、今はもう後ろの世代が少ないですね。そうすると年金制度そのものを変えなくちゃならないということです。
もちろん民間ビジネスも国内型なのか国際型なのかによって、まったく手法を転換しなくちゃいけないという世界に今なって来ています。

これから国の役割です。
国の役割は社会制度の全面改革です。そのために去年自民党から民主党に変えましたね。社会制度先取りで就労。少子化を止めるのは就労の制度そのものです。
そして医療です。毎年医学部からたくさんのドクターが卒業してお医者さんになっているのに何故医師不足？人材的にはいっぱい居るのです。でも何故医師不足なのかという問題に、実を言うとこれが構造的な課題を解決していません。これは或る意味雇用問題のひとつでもあります。つまり、皆さんは医療保険を安くしようとしていますね。保険は安くてかかれるといいと思うでしょう？ところが医療は実は民間の経営なのです。お医者さんは。ですから、安い単価で高い高度医療を受けられている非常に幸せな国民なのですけれども、医療という経済的なビジネスから見ると、これは最低のビジネスです。国から医療点数で補填されるのですが、補填も少ないです。だからお医者さんは開業医が減ってしまっているのです。殆ど勤務医といって病院に勤務しています。開業すると今は高度医療ですから機材が高いのです。更に訴訟もあるから、開業医やって訴訟された日にはもう…。医者って昔は儲かる職業だったのに今は儲からないです。3Ｋです。休めないし夜間診療させられるし大変なのです。そうすると医療も保険そのものも、もうちょっとメリハリを付けなくちゃいけない。例えば今子供が少ないので、お産をする産婦人科とか小児科医が減っちゃっているのです。この地域でもそうじゃありませんか？東京の目黒区でさえ産婦人科がゼロになっちゃったのです。大都会でもそんな状況なのですね。ですからこの辺の医療は、皆さん裏返しなのですよ。安ければいいという問題ではないのです。バランスが必要なのです。そのバランスをとるための議論をすることをYESと言って欲しいのです。何でも高いのを反対してはダメなのです。
例えば年金。何で消えると思いますか？それは紙でやっているからですよ。紙とDB（データベース）が全部バラバラな自治体で、全部違うDBを作っています。消えないのには１個だけやり方があるのです。ソーシャルセキュリティー番号※。国民背番号制です。これをやれば絶対消えない。就職を変える、居住地を変える、その間に名前を変え仕事を変えていると年金がどこかに行っちゃうのです。これが現実です。これを無くさないためにはソーシャルセキュリティー番号を入れるしかないのです。更に外国人労働者が来るから余計に入れないと管理出来ない。何故YESと言えないの？その方が安いですよ、皆さん。名寄せやったって1000年掛かったって出来っこないのです。紙でやっているうちは。
何故YESと言えないのかというと、これは今国民が政治に対してYESと言えていないのです。そろそろ現実路線の中でちゃんと見ましょうよ。年金が無くなるよりも自分達の政府を信頼して、個人情報もしっかりセキュリティーをかけてもらった上で管理をしてもらうという方に舵をきらない限り、行政コストがかかるだけなのです。今まで公明党が反対していたから出来なかった。でも民主党は今やろうとしていますね。そのためにはやっぱり皆さんの合意が必要なのです。これは暗黙知で皆さんがNoと言っているのです。背中でNoと言っているのだけれども、そろそろ口でYESと言ってください。こういうことが実は社会制度の全面改革。そのために私達は政治を変えました。信頼して変えてもらうしかない。
福祉もそうです。教育もそうです。もちろん住宅もそうですし、戸籍もそうです。いまヨーロッパでは結婚していなくても子供を生んでいます。いわゆる事実婚というやつです。日本は「できちゃった婚」で必ず戸籍を入れていきます。でも欧米は殆ど結婚をしないです。戸籍は関係ない。その代わり生まれた子供にハンディキャップは無いですよ。嫡子も非嫡子も関係無い。お父さんが戸籍上載っていなくても、事実婚でお父さんだというふうにいわれた人の保護を受けながら育てられる社会にしているのです。ですから今戸籍ももしかしたら変えなくてはいけない。夫婦別姓なんか当たり前になるでしょう。で、子供を地域全体でどう育てていくか、これが国の役割です。そのためには国で精一杯議論をすることに対してNoと言わないことです。この5年の間は。信頼した国民が信頼した政府に対して力を発揮してもらえませんか？そうじゃなかったら日本は本当にこの5年から10年（経過）した時の人口と経済が苦しくなって、釣瓶落としのように国力が無くなるのです。一度下がって高齢化して人口が減る時の国の下り坂、転げ落ちるような下り坂です。そのために手前のこの5年でしっかりとしたことを作っていく、これが国の役割です。
更に自治体も、これから大平市長の役割が凄く大きいのです。何故かと言うと、国はもう自分達だけでやれない、地方分権にするんだということで、1995年（15年前）から地方分権に関しては非常に舵をきっています。2000年4月には地方分権一括法※というのが成立していまして、昔は国、県、市と上下関係がありました。それが2000年から国、県、市は同等になりました。対等になったのです。そして今国会で新地方分権一括法というのが10年振りに出されていて、殆どのことが国ではなくて地方自治体で決めていいですよと。
例えば小学校の定員。保育園の定員。設置の基準。全部自治体で決めていいですと言っているのです。今までは一学級40人なら40人（と国が決めていた）。それが地方に合わせて自由に条例で決めていいですと。その条例は議会が市民の合意を得てちゃんと作ってください。これがこれから始まる私達の協働ということです。国会で郵政民営化以外でこの法案がかかっているので是非成立して欲しいですね。成立すれば、地方の規模・地方の分散して合併している地域に合わせたそれぞれのまちづくりが出来るのです。今は全て国の基準で一括なのです。それが全部多様性になる。ということは逆に言えば、皆さんが決める主権者でありますから、どう決めるのか、どう地方の議会に関わるのか、どうやって行政に関わるのかというのは大きいものなのです。その代わり地方自治体は、皆さんの意見に合わせて作っていきますから、皆さんは文句を言うだけではダメなのです。皆さんも役割を果たさなくてはいけない。国のせいではないのです。これからは自分の地域で決められるということは、主権も来るけど責任も来る、自分で地域の役割を担わなくてはいけないということです。法案的には先程言ったように、この2010年中には成立するでしょう。ですから地方自治体の役割というのはすごく大きいのですよ。市長さんの役割はすごく大きい。

更に今いろんな制度が出来ていて、例えば平成10年には構造改革特区※というのが出来ました。これは三鷹市で最初に使いました。平成14年に公設民営型の保育園を作りました。三鷹市の保育園は現在殆どが公設民営です。ベネッセという企業をお願いしています。4億円のものが1億円で経営出来ますので、そこで少し予算を節約している。岩手県の遠野市ではどぶろく特区。どぶろくは免許制で免許が無いと出来なかったのを、「地方の自分達の地域資源としてどぶろくを作って売りましょう」ということで特区を取りました。群馬県の太田市では外国語教育特区を平成18年に取りました。自分のところで外国語を小学生から作っていいということになりましたので、今法律は出来ない、出来ない、ではないです。何かやりたいことがあれば特区を取れば、その法律を乗り越えることが出来ます。ですから皆さん出来ないのではないのです。やろうとしていないだけなのです。

今まで国は全てにメニューを決めて、メニューに合わせて地域の人に「使ってください」というやり方をずっとやってきました。ところが平成17年から地域再生支援法というのが出来て、地域でやりたいことがあれば言って来てください、全部それに合わせてカスタマイズしてあげましょうという法律が出来たのです。魚沼市さんは地域再生法で何をやっていらっしゃるか？そして都市計画法、これで今特別用途地域が出来て、必ず土地というのは色が付いているのですけれども、その用途地域を変えることが出来ます。中心市街地活性化法も改正になって、都市計画法・大規模小売店舗立地法・中心市街地活性化法の3つを合わせてまちづくり3法と言われているのですが、都市の骨格を作ることも国が定めません、地域でこういう骨格のまちにします、都市ス（都市マスタープラン）の戦略も自分で決めて結構です。都市マスタープラン※というのも実を言うと各自治体でひとつずつ作っているのですよ。これは法律で義務化されていました。これまで。必ずこの魚沼市さんの中でも、全域をこういう土地の使い方をしますという戦略を実は持っているのです。これは今まで国の許認可が必要でしたけれども、今は「これからは全部この魚沼市で決めていいですよ。土地の戦略はこれでいいですよ。」というところまでくるわけですね。ですから今こそ皆さんの英知が絶対に必要になってきます。
≪参考≫
主な構造改革特別区域分類
教育関連  

学校の設置や運営を学校法人に限定せず弾力的に運用したり、従来は区分けされていた保育園と幼稚園の仕切りを緩和するなど、育児に関係する多様性を提供する事で、子供を育てやすい環境を実現させる。 

物流関連  

従来は受け入れ時間の限られていた関税業務を24時間営業とする事で、国際的な物流をノンストップで受け入れられるようにする。また施設面での杓子定規な法規制を緩和し、効率良く経済活動が行えるように便宜を図って、企業や物流拠点としての地位を築く。 

国際交流関連  

ビザの発給に便宜を図り、海外の研究者や留学生を広く受け入れ、国際文化交流の拠点として振興・発展させる。 

農業関連  

後継者の居ない農地や休耕田を有効活用し、農業経営企業の設立や運営面で便宜を図って、農業を活性化させ、農業人口拡大を図る。 

都市農村交流関連  

従来は酒税法で厳格に規制されていたどぶろく等の酒作りと販売の規制や農家民宿に関わる法律(旅館業法など)の規制を緩和し、観光事業の活性化と共に、地域産品の目玉とする事で、観光事業の活性化と同産業従事者の生活安定や後継者の呼び込みを目指す。また、市民農園の開設も促進する。 

街作り関連  

建設許可の緩和や、逆に違法広告の取り締まり強化など、都市化における不快要素を減らしながら快適な街を作る。更には建設規制を独自に設け、調和した美しい町並みを作り出して、観光資源としても活用する。また都市部で従来は利用が禁止されていた河川流域の遊休地をイベント等で積極的に利用して、住みやすい・美しい街として、人口の拡大を目指す。 

エコロジー関連  

風力発電や太陽光発電などの新エネルギー利用や、リサイクルの効率化を行い、快適な街作りとともにエコロジー生活を送りやすい地域性で、住人を集める。また原付バイクの二人乗り規制緩和による自家用車の利用削減や電動スクーター（立ち乗りスクーター）などの導入による排気ガス排出量削減（加えて渋滞の解消）を目論む地域も出ている。 

行政サービス関連  

官民の垣根を無くし、一般企業が利用できる公共サービスを提供する。地方公務員の運用を弾力化して、常務勤の公務員を流動的に運用して、企業誘致に有利な条件を目指す。 

福祉関連  

老人福祉等で公設の施設を民間企業が運営したり、社会福祉施設に民間からの派遣労働者を受け入れ、現在の慢性的人手不足を解消し、更にはそれらの産業に関わる人や福祉を受ける側の人・その家族による人口の増加を期待する。 

医療関連  

従来の医療法人一辺倒から、株式会社等の一般企業への病院経営参加を認めるなどして、企業努力による医療向上を目指したり、外国人医師の受け入れを行って、医療技術の向上を目指し、医療先進地域としての地位を築く。 

産学連携関連  

本来なら公道を通行できないロボットを公道で運用したり、ロケット打ち上げに必要な無線などの設備設置に伴う手続き簡略化等、産業分野と大学等の研究者が合同で、実験を行いやすい環境を作る事で学校と企業の誘致を図る。



　そして、今後の地方自治体の役割はまず徹底した分析です。魚沼市さんの人口問題ひとつとってみたって、大きい課題です。20年で25％の人口そのものが減るのですよ、知っていましたか？皆さん。それに合わせた手立てを打っていますか？打ちましょうよ。そして交付税じゃない、地域でどうやって食べていくのか、自立して何でこの地域で食っていくのか。というのがこの5年に絶対必要な戦略。
まず行革です。無駄を排除するという意味です。つまり今まで税金でいろんなことをしているのですけれども、それの要るものと要らないものを精査しましょう。国が事業仕分けしていますけれども、地方だって、この地域だってこの事業仕分けが必要ですね。
それと優先順位ですね。早くやった方がいいのです。例えば合併していますから、「そこだけ」というのは皆さん、あそこだけやってどうしてここはやってくれないの？と思うでしょう。そのエゴはダメです。もう資源は限られている。限られていますから、6市町村が合併して魚沼市になっても、特別扱いをしたところが出ても、「しょうがない」と思わなければダメなのです。必ず一緒に作るなんて財源はもう無いです。それよりも、ちゃんと稼げる地域から稼いでいってもらうしかないです。有効配分をするしかないです。それに対して皆さんはYESと言って欲しいのです。それが市民協働ですよ。これからは平等じゃないです。だけどそれをどうやって一番先にいくのかという、決めていくことを皆さんが話し合うことが協働なのです。それが市民主権です。自治体だけが決めるんじゃなくて、地域で優先順位を決めましょう。そのために地域の中で、どんな仕組みの話し合いの場を持っていますか？そういう情報が市役所から届いていますか？考えられる、若しくは勉強する手立てがどこかにありますか？そういうことなのです。

そして賃金の見直しも必要です。お聞きしましたら、合併をしているということもあるし、病院がある、あと消防を持っているということがあるのですが、思ったより職員も多いかも知れない。やはりあと議員も多いですね。三鷹市は18万人で定数28です。ここ4万人で24はどう見ても多いですね。つまり、自分達の当たり前は当たり前じゃない。まずそういうところから。比較してみてください。24人の議員が必要ですか？

そして、先程言ったように今やっている事業そのものの洗い直しと、新たに作らなくちゃいけないのです。絶対的に地域資源を活かした事業再生です。事業創生。食べていくための産業をこの地域に創ることが絶対的に生き残る道です。人口を減らさないようにしようと思って移住計画をいくらやっても無駄です。日本全体が減るのだから。それよりも、この地域で稼げるとなったら来ます。人口を増やそうと思ったら増えない、でもここに来れば食べられる、ここに来たら一旗揚げられる、という地域になったらみんな来るのですよ。ベクトル（方向性、矛先）は逆です。逆の理論に変えなくちゃ。
そして国の制度を活用してください。今の不況の時にこそ財政というのを出動させているのです。赤字国債を山のように発行して、今公共事業をやろうとしているのです。その殆どの公共事業はハードではなくソフトなのです。そのソフトの事業をやれるのは申請的にいうと自治体しか手を挙げられないとう補助金が、山のようについているのです。自治体が手を挙げない地域だったら本当に差が付いちゃう。自治体が手を挙げるように自治体が勉強していなかったら、もう10個取れるところと全然ゼロだったら、年間の財政でも20～30億違うのです。それぐらい国は財政節税をして、自治体がやりたいと言うところだけを徹底して支援しようとしています。手を挙げられなかったらそのままもう寝ていてください。国だって頑張ろうという地域だけを応援しようとしているのです。この地域は手を挙げていますか？国の制度を勉強していますか？私は今千代田区に居ますけれども、今全国の自治体に頼まれて山のように他の自治体の申請書を書いて、国から予算を取ろうとしています。皆さん分かりますか？民間が好調の時には財政は出動していないのです。だけど、景気が悪い時にこそ国にお金があって国が一生懸命お金を使おうとしている。と言うことは自治体がチャンスなのです。自治体しか取れない補助金が山のようにあります。それは先程言った地域再生計画、中心市街地活性化基本計画、農商工連携事業、特区総務省のICT※だって10分の10で3億円出るのですよ。自治体に。
先程私はここでインターネットを使おうとしたら繋がりませんでした。つまりこの地域に無線LANが来ていないのですよ。そのインフラ※なくして戦い抜けないですよ、この地域。まずそういうインフラから整えていきましょう。ですからやることはいっぱいあるのです。だから今日公務員の方が居たら是非やっていただきたい。公務員がやることは、不況の時に国からお金を持ってくるということが最大の役割なのです。唯一出来るからです。国が地方自治体にお金をくれようとしているのでね。
そして土地戦略です。（これは後で詳しく。）

≪参考≫

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地域ＩＣＴ利活用モデル構築事業

	　 地域経済の活性化や少子高齢化への対応等地域の具体的提案に基づき設定された課題について、ＩＣＴの利活用を通じてその解決を促進するための取組を委託事業として実施することにより、地域のユビキタスネット化とその成果を踏まえたＩＣＴ利活用の普及促進を図る。

	１
	　施策の概要

	
	　地域の抱える諸課題に対処するため、「地域ＩＣＴ利活用モデル」（情報通信システムの企画・設計・開発、継続的運用及びそれに必要な体制づくり等ＩＣＴを利活用した課題解決のための一連の取組）の構築・運用を地方公共団体等に委託する。
　委託先は、成果物として1)成果報告書、2)システム設計書、3)成果検証データ等を総務省に提出し、総務省はその成果物を広く他の団体に周知・提供することにより、「地域ＩＣＴ利活用モデル」の全国展開を促進する。

	２
	　イメージ図
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そしてこういう議論が出来る場を持つことが、“市民協働のまちづくり”です。市民協働という仕組みを作ろうと言っても作れませんよ、みなさん。市民協働は仕組みなのです。姿ではない。姿は何かの事業という姿をしているのです。何かの事業という姿をして、その手法が協働でやっていると思ってください。協働を作ろうとしてはダメ。作れない。そしてこれから市民の出番です。

行政はスリム化してどんどん小さくなっています。そして行革で権限も来るけれども責任も来るというのがこれから各自治体の役目。そして皆さんは、暗黙の了解知で合併もYESと言ったし、小さい政府という方向に皆さんYESと言って、そういう方向に全体が動いているのです。と言うことは皆さんの出番なのです。課題が多いです。人口が減って地域で自立するための産業を育成しなくてはいけないけど、行政を小さくしたわけですから、それを補完するのは市民の皆さんなのです。大学の皆さん自らの時間・お金・体力を使って毎日まちづくりをしてください。まちづくりって形じゃありません。地域の草むしりでもいいし、側溝のお掃除でもいいのです。何でもいい、自分が出来ることを毎日やるということが必要です。そして住民の覚悟・気持ちが必要です。
でも国は凄いですよ。つまりベクトル、大きい流れを変えようとしているので、国もいろんな手立てを打っています。例えば平成12年にNPO法案法というのが出来て、地域で法人を作ることが出来るようになりました。協議会とか自治会は法人格を持っていないですよね。例えば協議会でお金を借りたい、大きい事業をやりたい時に融資を受けられない。法人格じゃないから。だけどNPOはちゃんと法人格です。そして一昨年、一般非営利法人法という法案が出来たのを知っていますか？民法を100年振りに改正したのです。そして社団法人２人が財団法人最低基金400万円あれば登記で、今までは国・県の認可なくしてこの社団も財団は作れませんでしたが、一昨年から自分は会社と同じように社団も法人も財団も、登記所に行って登記さえすればいつでもこの法人を作ることが出来るようになりました。そういう情報が皆さんのところに届いていますか？これが行政の流れなのです。
いろんな制度が変わったということを、行政だけで抱えているんじゃない。これは地域の市民に対してどういう役割の法案なのか？しん酌して地域の人にちゃんと解説出来るようになることが行政の役割なのです。そのうえでいただいた情報から、市民の皆さんにはそれは或る意味武器・ツールだから、そのいただいた新しく出来た制度で地域は何をするのか？と考えなくちゃなりません。これが地域のまちづくりなのです。それの双方向無くして、情報無くして、武器無くして戦えないじゃないですか。地域が。これをお互いにやりましょうよ。それを協働の領域というテーブルを作って、情報交換をして、意見交換をして、お互いの力を出して、この地域を自立させるということです。地方はもう是非やっていただきたい。先程言ったように東京が老いて本当に稼げなくなるのです。
そして新しい協働は、今まで行政はアウトソ－シング※、官のものを民に渡す。これは小泉さんのキャッチフレーズです。官のものを民に渡せば自治体は良かった。ところが今はそれでは成り立たないです。例えば指定管理人制度。体育館を公共がやっていて1億円だったのが、民間で5千万円で出来るのは何故ですか？例えば三鷹の保育園。2億円が1億円になったのです。何故民間で1億円で出来るのか？これははっきりしているのです。労働者を安い単価で使っているからです。公共の時には園長さん50歳、副園長さん40歳、主任さん30歳ときれいなピラミッドの中で、或る意味社会の縮図のような保育園が作れたのです。そうすると2億円かかるのです。民間に渡したらどうですか？40代なのは園長先生、あとは全部18歳から20歳です。下手をすれば派遣ですよ。3年間の派遣労働者の保母さんです。そういうやり方では地域がもたないのです。つまり行政が民間に指定管理者で渡すのは、単なる雇用不安を作っているだけだったのです。今まで。地域の皆さんもそれでいて安ければいいって問題ではありません。議会でもそういう議論が出た時に必ずよく考えてください。特に地方だとその下請けに出される人達が、自分だったり自分の子供だったりするのですよ。それよりも75％ぐらいで正規雇用で民間に渡したら、民間の人達だって幸せなのです。だから50じゃない75ぐらいというところが、実はこの地域の指定管理者制度の一番良い受け皿の金額は75％ぐらいだなって、地域が考えないといけないのです。行政が安ければいいっていう時代ではないのです。下手すると市民の人が行政の下請けに使われちゃう。それよりもしっかりと正社員で雇ってもらうぐらいで、税金を払ってもらった方が良いのです。地域は。だからマジックに引っかからないでくださいよ。いいですか。絶対マスコミの言う通り行政を称えていれば済むという時代ではないのです。行政と協働していくというのが、これからのまちづくりです。だから税金が安くなっただけで地域は良くならない。最適化はどのくらいの数字かっていうしたたかさを持って欲しいということです。

これからは、三鷹でやっているのですが、行政が、官自らが民になるという手法なのです。行政なんだけど、子会社のまちづくり三鷹という中心市街地のTMOの株式会社を作って、そこで商売をしているのです。完全に民間じゃないのですよ。完全に行政の子会社なのです。でも凄いですよ。今年はすごく注文が来ているのです。例えば、図書館の貸し出しシステムって必ず？？？でやっていますよね。それを三鷹は大体取り替えるのに3億円くらいかかるのですが、3億円のシステムを大手さんから買わないのです。3億円を地域の、地元の小さいシステム会社さんと一緒に、自分達の図書館システムを作ったのです。どうせ3億円の支度金があるのだったら、地域の人達と一緒に作ろうと。そうしたら何が残りますか？著作権というのが残るのです。買ったら、システムを買うだけ。メンテナンス料を向こうに払うだけです。でも三鷹は作ったのです。そうすると、自分のところに全著作権、システムの版権使用料を自分のところで持っていますから、これを他の自治体に売っているのです。今年は塩尻市さんが買ってくれたのです。5千万円です。あと5つやれば元を取るのです。三鷹は凄いですよ。今年はルビーという新しいコンピューターゲームを作ったのです。これは日経新聞に3行載った「島根県の或るベンチャー企業が日本で新しくコンピューターゲームを作りました。」という新聞記事を見て、その3行だけでそこと組んでやるのですよ。地域で出来ることはいっぱいあるのです。もうひとつ。千代田区では企業がいっぱいあり、企業の中にも変わった企業があります。営利法人なのだけど公共サービスをやっても良いという株式会社がいくつも出てきました。非営利法人株式会社というのですが、それがいっぱい千代田区にはあるので、千代田区の場合は民間と組んで公共事業をやる。これはもう千代田区ならではです。私は魚沼の場合には、三鷹でもない千代田でもないやり方、雰囲気としては地域の皆さんがまちづくり会社を作って、是非産業の自立に入っていただきたいなと思います。
今こそ市民の知恵と見識が求められています。…とは知ることです。法律や制度、改革を出来るのは実を言うと皆さんではないですね。行政でもない、政治家なのです。だから議会制民主主義なので政治を怖がらないで、今こそ政治家を含めて政治にモノを言っていかないと変わらないですよ。政治家が悪いのではないのです。国民が悪いのですよ。言っていかないからなのです。そして判断。自分で判断してください。マスコミは本当にダメ。例えば普天間基地問題、アメリカ軍基地だからあんなふうに言っているのだけれども、本当に必要なのは対東南アジアの国際危機に対する日本の防衛軍が必要なのです。それは一番どこに置いたらいいかという議論しないで、アメリカ軍基地だから、あっちへ行けこっちへ行けと言っているのです。違うのです。我々の専守防衛の基地をどこに置くかという国家戦略の問題なのですあれは。それを何故そういうふうに議論しないのでしょうか？だから本質を間違えてはダメ。マスコミが言っていることのね。自分で判断してください。
そして行動です。今自分がこう思っているということは口に出して言わない限り伝わりません。日本人は「沈黙は金」とか言います。それは平常の場合にはその通りなのです。だけど今は、今年坂本龍馬やっているでしょう、平成維新なのですよ。もう100年振りの大改革なのです。明治維新と同じくらい変わるのです。人口と社会的な課題でこれほど変わる5年は無いのですよ。と言うことは、言っていかなくちゃダメなのです。戦わないとダメなのです。
そして参加してください。ともかく参加して自分が主体にならなくちゃ。
そして最後には評価→チェックしましょう。
公務員の皆さん、公務員の皆さんはもっと責任が重い。少なくともそれで専門家のプロとしてお金をもらっています。情報も市民の皆さんが思っている以上に来ているのですよ。いっぱい来ているけれども、各担当にちょこっとずつ来ている。そうすると見えなくなっちゃうのです。これが全体の中でどういう情報なのか？どういう役に立つ情報なのかというのを見極める目を持ってもらいたい。それが公務員の役割。自分の目の前の仕事を一生懸命やっているというのは、平常であればOKです。でも今は平常じゃないから。改革の時代なのだから、自分がもらったものをこの地域でどこまで生かせるか？ぐらいの、自分が市長さんになったぐらいのつもりで情報をもらってくださいね。ともかく原点に立ってください。資源を活用してください。そして斬新な発想を持ってください。

私は変わった公務員。だからこそ「燃える人」というのに選ばれたのですけど、戦い続けていました。今も戦っているのです。つまり、制度が最初からあってダメだ…と思わないことです。私は法律を改正してもらったうえに廃止もしてもらいました。法律を要らないと思ったら廃止してもらえばいいのです。一公務員だってやれました。やれます。

これから魚沼市さんはチャンスがいっぱいあるから頑張りましょう。魚沼市さんの最大の武器は「名前」です。誰もが憧れる名前です。これほど日本人が知っている名前は無いのですよ。皆さんは魚沼に居ると分からないかも知れないけど、魚沼というと東京の人にとってはブランドです。高い美味しい立ったお米の銀シャリを思い出しますね。わざわざコンビニで「魚沼産のお弁当」といって売っているくらいです。それを生かしましょう。

地域資源はまず土地ですよね。田畑、安心・安全な水、味噌・醤油・お酒等の発酵産業もしっかり持っている。今までどちらかというと工場誘致ばかりやっていた。どこの地域も。そうじゃないです。工場も先程言ったように全然成り立たないのです。地方を越えて海外に行っちゃっていますね。もう一回見直しましょう。高齢化と人口減少は本当に地方を揺さぶるのです。一番は、耕作放棄地が増えることによって土地の価格が下落します。日本はデフレで殆ど土地が安くなっています。そうするとどういうことが行われているかと言うと、外国企業が日本の土地とか山を買いに来ています。それを防止しなくてはならない。本当に買いに来ているのですよ。下手をすると山ごと持っていかれていますから気を付けてくださいね。ですから、土地を生かした産業をもう一回作らなくちゃいけない。そのためにはどうするかと言うと、土地戦略なくして地域再生なし！この土地をどう使うかという大きいブランドデザインを書いてください。まず「住むところ」と「稼ぐところ」をはっきり分けましょう。皆さんは農家だから土地自体が個人所有なのです。だけどこれから地域を全体で考えてください。個人のものだけれども、地域を助けるものとしての資源だと思ってください。ですから変に切り売りをしないとか、変に分けないとか、是非してもらいたいです。当然加工品はみんな工場なので工場の部分、あとまちなかの商業の地域、温泉の地域とありますので、このへんのゾーニングをしっかりして欲しいですね。むやみやたらに住む人達を分散させないことです。分散させると、電気・ガス・水道含めて全部インフラが分散しちゃうのです。インフラにお金が掛かっちゃ良くないのです。皆さんのところは今後100年間人口が増えないのだから。増えないのを前提にして、どうやって昔の明治くらいの村に戻すか？なのです。それぐらいに集落も小さくしなくちゃいけない。要らない家屋もいっぱいあるのです。それを分散するんじゃなくて、元あった場所に戻してやる。これがコンパクトシティー→まち中居住。そしてゾーニング。稼ぐ土地はしっかり守らないとダメですよ。そして所有と利用を分離しましょう。持っていても良いのです。所有していても良いけれども、自分が耕せなくなったら他の人に耕してもらいましょう。所有と利用を分離する。定期借地権で100年貸しても50年貸しても良いです。地代で食べていけば良いのです。だけどそこで本当に農業をやりたい人に貸してあげましょう。これで農地法を含めて今株式会社が参入出来るようになりました。若しくは地域で農業法人を作っても良いのです。個人じゃなくて地域で株式会社化したって良いのですね。一番は、大規模化は絶対必要なのです。何故かと言うと、人口が減るから機械化と大規模化が絶対マスト（必要）条件。
（フランス　ボルドーの葡萄畑　―　町と農園の分離の様子の画像）

葡萄畑に家作とか建っていないのですよ。葡萄畑の真ん中に駐車場は無いのです。私は今日山の中を見てがっかりしました。もっと穀倉地帯で山の上から見たら、ずうっと田んぼが広がっているのかと思っていました。違うのですよね。バラバラ、バラバラしているのですよ。フランスの強さってこういう土地利用なのです。自分の良いところを、息子や娘に渡しちゃダメなのですよ。切り売りして、あと家作で食べようと思ってもダメなの。もう土地は人口が減るから家作作っても売れないの。アパートなんか建てている場合じゃないのです。本当の土地で本来の産業を作る方が、よっぽどこれから戦えるのです。これがグローバル化なのです。この高い魚沼産のコシヒカリとか、緑川のお米で造ったお酒を買えるぐらいの所得をある国が、とうとう隣国に出来たのですよ。名前は中国と言います。今まで中国は安かろう、良かろうでした。最近の中国は違います。年間1千万円くらいの中間所得層が5億人いるという国になったのですね。つまり、今は日本よりも海外に持って行った方が、美味しい・安心な食材というのが付加価値が高いのです。だから、最初から一回も築地に出さなくたって、上海に持って行った方が良いのです。それぐらいのグローバル化が実は進んでいるのです。だから、今こそ本当の土地を使った産業をここで是非興（おこ）してください。
まず田んぼで6次産業化を目指しましょう。1次産業から2次加工にして、レストランを含めて×ても足しても3次産業だから6次産業になりますので、レストランを作るとか農家民宿を始めるとか、糀による化粧品を作るとかですね。元々ここはお米の産地ですね。お米と水で出来る、本当に出来そうな産業を徹底的にやりましょうよ。
それと林。雑木林を含めた林業をもう一回やらなくちゃいけないので、この林業は本当に頑張りましょう。バイオマスでも良いですし、チップでも良いし、和紙でも良いのですけれど、ともかく足元にあるものをしっかり見て作っていくというのが、私は絶対必要だと思います。
お酒は、私は今海外に持って行くルートを作っていますので、是非やらせていただきたいのですけれども、お酒は全世界共通語になっているので良いです。あと原材料費に比較しても高付加価値、高いのでお米で売るよりもお酒で売った方が、実を言うと安定すると思います。

海外展開は非常に良いです。私は中国に年に数回行くのですけれど、南寧市（なんねいし）といって中国のベトナムのすぐ側にこういう町があるのですけれども、ここで何と日本園というまちが出来るのです。17haくらい全部日本の商材しか売らないというテーマパークです。上海万博は半年しかしませんけれども、これは恒久開催です。永久的に開催します。こういうところは日本から今全部商材を集めたいということで、中国が日本に憧れを持っていますね。こういう地方地方で日本のものを集めたい。もう一箇所はデパートからも私のところに相談が来ています。ハルビン・大連・長州の一番大きいデパートが、日本のコーナーを作りたいというので私のところに相談が来ています。こういうふうにこれから、日本の良いものを海外に出せますので、是非この魚沼のブランドと水と田畑と、そして林を使った産業をしっかり作っていきましょう。
今こそチャンスです。皆さんに今最大の持っているチャンスがあるので、是非お願いしたいと思います。

そして今日最後に、地域経営は5つです。
1　課題の把握＝答えは足元にある
2　将来像の明確化＝どんな社会、地域をめざすのか
3　リーダーの存在、政策、戦略＝情報を共用する、情報を発信する
4　主体と協働体制の構築＝応援団の形成・地域との連携、地域との共存
5　具体的事業展開＝ともかくやってみる。ノウハウの地域化。
答えは足元にあります。徹底的に地域の資源を掘り起こしてください。そして、この地域はどんな地域として未来永劫孫や娘に残したいですか？そして誰がやりますか？それは当然皆さんですよね。自治体だけで出来るという時代は終わりました。そのために国も地方自治体もいろんなことを今工夫して、皆さんと一緒に出来るプラットホームを作ろうとしている。そして一緒にやりましょう。そして5つめ、これが大切なのです。勉強してたってどうせ出来ないのですよ。やってみるしかないのです。郵便貯金に皆さんお金を1千万円置いといたって、年間3万円ぐらい付きますか？付かないでしょう？だったら地域でやろうとして投資してくださいよ。それぞれの家が10万円ずつ出すだけで良いのです。10万円を100人集めれば1千万円になるのです。その1千万円を元手にして、地域で産業を作りましょうよ。たった10万円で良いのですよ。それを、身銭を切れるか切れないか…なのですよ。切った地域が絶対優位です。税金でやってもらう時代じゃなくなったのです。税金そのものが無くなってしまったのです。それよりも自分の10万円で地域の雇用を作って、娘や息子がここで暮らしていける産業を足元から作りませんか？これが「今私が考えている市民協働」だというふうに思っていますので、是非やりましょう。そのために市役所はそのファンドを作ったりだとか、農協さんとの折り合いをつけたりという調整役を、必ず自治体はしてくれますので、皆様も自治体に石を投げている場合ではなくて、是非一緒にやっていただける時代が来たと思って頑張りましょう。実を言うと今は坂本龍馬が必要ですので、皆さん一人ひとりが龍馬となって前に進んでいただければと思いますので。私もお酒とお米の加工品のプロジェクトには、是非一緒にやらせていただきたいと思いますし、海外への展開というところでは既にルートを作ってありますので、是非皆様の作ったものを販売させていただきたいなと思いますので、今後ともよろしくお願いいたします。ご静聴ありがとうございました。
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※ 地方交付税交付金


� HYPERLINK "http://kw.allabout.co.jp/glossary/g_politics/w007877.htm" �地方交付税�交付金とは、地方公共団体の税収入の不足をカバーし、あわせて十分な行政サービスを実施するためや地方団体間の財源の格差を調整するために国から配分される交付金のこと。�国税の五税（所得税、法人税、酒税、消費税、たばこ税）の一部分を地方公共団体のための税収入として国が徴収し、地方自治体の実情に応じて再分配するので、地方自治体が予算面で中央へ依存してしまうという弊害もある。地方自治体が国が地方自治体に補填する税金のこと。複雑な算定方法や、9割の自治体が受け取っていることの批判から、2004年度からの国から地方への税源の移譲、補助金・地方交付税の削減を同時に進める「� HYPERLINK "http://kw.allabout.co.jp/glossary/g_politics/w007873.htm" �三位一体の改革�」を推進。地方自治体の財政的な自立を促し、行政のスリム化を目指す。地方自治体が国が地方自治体に補填する税金のこと。


※ 社会保障番号（Social Security number, SSN）は、� HYPERLINK "http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%A2%E3%83%A1%E3%83%AA%E3%82%AB%E5%90%88%E8%A1%86%E5%9B%BD" \o "アメリカ合衆国" �アメリカ合衆国�において市民・永住者・合衆国法典における� HYPERLINK "http://ja.wikipedia.org/w/index.php?title=%E7%A4%BE%E4%BC%9A%E4%BF%9D%E9%9A%9C%E6%B3%95_(%E3%82%A2%E3%83%A1%E3%83%AA%E3%82%AB)&action=edit&redlink=1" \o "社会保障法 (アメリカ) (未作成ページ)" �社会保障法�（the Social Security Act）205条C2に記載された外国人就労者に対して発行される9桁の番号。連邦政府の社会保障局によって個人に対してそれぞれ発行される。もともとは徴税用の個人特定が目的であったが、近年は事実上の国民識別番号（俗に言う国民背番号）となっている。SS-5申請を適用することによって取得することもできる。


※ 地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する法律とは、� HYPERLINK "http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%9C%B0%E6%96%B9%E8%87%AA%E6%B2%BB%E6%B3%95" \o "地方自治法" �地方自治法�を主とした� HYPERLINK "http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%9C%B0%E6%96%B9%E5%88%86%E6%A8%A9" \o "地方分権" �地方分権�に関する法規の改正に関する日本の法律。


本法独自の項目は存在せず、457の� HYPERLINK "http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%B3%95%E5%BE%8B" \o "法律" �法律�（一部� HYPERLINK "http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8B%85%E4%BB%A4" \o "勅令" �勅令�を含む）について一部改正または廃止が定められている� HYPERLINK "http://ja.wikipedia.org/w/index.php?title=%E6%94%B9%E6%AD%A3%E6%B3%95&action=edit&redlink=1" \o "改正法 (未作成ページ)" �改正法�。通称は地方分権一括法。


地方自治法改正を中心とした大半の施行は� HYPERLINK "http://ja.wikipedia.org/wiki/2000%E5%B9%B4" \o "2000年" �2000年�（平成12年）� HYPERLINK "http://ja.wikipedia.org/wiki/4%E6%9C%881%E6%97%A5" \o "4月1日" �4月1日�だが、一部法律については施行が前後している。


※ 構造改革特別区域、略称・構造改革特区は、「構造改革特別区域法」第二条に規定される、従来法規制等の関係で事業化が不可能な事業を、特別に行うことが可能になる地域をいう。


※ 都市計画マスタープランは、市町村議会の議を経て定められた市町村の基本構想、および「都市計画区域の整備、開発及び保全の方針」（後出）に即して、市町村が定めることになっている。「都市づくりの具体性ある将来ビジョンを確立し、個別具体の都市計画の指針として地区別の将来のあるべき姿をより具体的に明示し、地域における都市づくりの課題とこれに対応した整備等の方針を明らかにする市町村のマスタープラン」（法改正当時の� HYPERLINK "http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%BB%BA%E8%A8%AD%E7%9C%81" \o "建設省" �建設省�都市局長通達）とされる。 作成に当たっては、「必ず住民の意見を反映させるために必要な措置を講ずるものと」されており、策定委員会の設置、説明会、アンケートなどを実施するのが一般的である。


※ 情報通信技術（ICT） 情報(information)や通信(communication)に関する技術の総称。日本では同様の言葉として� HYPERLINK "http://e-words.jp/w/IT.html" �IT�（Information Technology）


※ インフラストラクチャー（infrastructure、略称・インフラ） � HYPERLINK "http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%9B%BD%E6%B0%91" \o "国民" �国民�� HYPERLINK "http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%A6%8F%E7%A5%89" \o "福祉" �福祉�の向上と� HYPERLINK "http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%9B%BD%E6%B0%91%E7%B5%8C%E6%B8%88" \o "国民経済" �国民経済�の発展に必要な� HYPERLINK "http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%85%AC%E5%85%B1%E6%96%BD%E8%A8%AD" \o "公共施設" �公共施設�


※ アウトソーシング (outsourcing) とは、外注（がいちゅう）、外製（がいせい）ともいい、� HYPERLINK "http://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%BC%81%E6%A5%AD" \o "企業" �企業�や� HYPERLINK "http://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%A1%8C%E6%94%BF" \o "行政" �行政�の業務のうち専門的なものについて、それをより得意とする外部の企業等に委託すること。対義語は「� HYPERLINK "http://ja.wikipedia.org/w/index.php?title=%E5%86%85%E8%A3%BD&action=edit&redlink=1" \o "内製 (未作成ページ)" �内製�」。� HYPERLINK "http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%9B%BD%E7%AB%8B%E5%9B%BD%E8%AA%9E%E7%A0%94%E7%A9%B6%E6%89%80" \o "国立国語研究所" �国立国語研究所�の「� HYPERLINK "http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%80%8C%E5%A4%96%E6%9D%A5%E8%AA%9E%E3%80%8D%E8%A8%80%E3%81%84%E6%8F%9B%E3%81%88%E6%8F%90%E6%A1%88" \o "「外来語」言い換え提案" �「外来語」言い換え提案�」では「外部委託」と言い換えるように提案されている。





